














































た)を対象として就業規則に関する規定が登場したのは， 1926 (大正 15)年
改正工場法施行令であり，これが， 1947 (昭和 22)年制定の現行労基法上の









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































て(案)J [2006年ヲ月 11日労働政策審議会労働条件分科会] (労働法令通信 2090
号7頁以下)司「今後の検討について(案)J，⑤ f今後の労働契約法制について検











8) 筆者の見解は， r就業規則の不利益変更と手続華客{牛論」労働法学会誌71号 (1988
年)641'[以下に示している。
9) 松本岩吉『労働基準法が世に出るまで.J(1981年，労務行政研究所)439頁。




律学会集45 労働慕準法I.J (資林誉院， 1994年)261-262頁参照。
13) r研究会報告書jが「労働基準法第 93条は，労働基準法から労働契約法制jの体系
に移すことが適当であるJと述べて以降，この考え方が維持されている。






























19) 浜村・前掲(注 6)論文34][は， I~労働契約の内容になる J とされても，就業規
IlUの当該規定が合耳霊的でないことを?反託すれば，労働契約の内容にならないと潔解
すべきであろうんという。












23) 西谷敏 f労働時間・労働契約の法政策と政治一一 2006年 12月労政審答申とその
後j労働法律旬報 1641号 (2007年)10-11哀。








26) 石田農 f歴史のなかの労働契約法制」労働法律勾報1615・16号 (2006年)26 
賞。















































































































































































(厚生労働省 2006年 12FJ 27日， r今後の労働契約法制の在り方についてJに
対する労働政策審議会(労働条件部分科会)からの答申。)
i.・H ・。一方，個別的労働関係紛争解決制度や労働審判制度など，倒別労働関係
紛争の事後的解決手続きの整備が進んでいるが，個別労働関係を律する法律とし
ては最低労働基準を定める労働基準法しか序在しないため，体系的で分かりやす
い解決や未然防止に資するノレールが欠けている現状にある。このため労働契約の
内容が労使の合意に基づいて自主的に決定され，労働契約が円滑に継続するため
の基本的なルールを法制化することが必要とされている。」
i1 労働契約の原則
(I) 労働契約は，労働者及び使用者の対等の立場における合意Iこ基づいて締結
され，又は変更されるべきものであるとすること。
. (省略)
2 労働契約の成立及び変更
(1) 合意原則
労働契約は，労働者及び使用者の合意によって成立し，又は変更されることを?
鳴らかにすること。
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(2)労働契約と就業規則との関係等
@ 就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は，その部分
については無効とし，無効となった部分は，就業規刻で定める基準によることを
労働契約法において規定すること。
③ 就業規則が法令又は労働協約に反してはならないものであり，反する場合
の効力について，労働契約法において規定すること。
③ 合理的な労働条件を定めて労働者に局知させていた就業規則がある場合に
は，その就業規別に定める労働条件が，労働契約内容となるものとすること。た
だし，①の場合を除き，労働者及び使用者が就業規販の内容と奥なる労働契約の
内容を合意した部分(特約)については，その合意によることとすること。
(3) 就業規郊の変更による労働条件の変更(省略)J
7. 存在限~段~嗣
(2007年 l月25EI，厚生労働大岳より労働政策審議会に諮問，同年 2月2
EI，同審議会は「婆綱については，おおむね妥当と考える」と，答申。)
f第一目的
この法律は，労働契約の成立及び変更等lこ関する基本的な事項を定めることに
より，労働者及び使用者が円滑に労働契約の内容を自主的に決定することができ
るようにするとともに，労働者の保護を関仇もって偶別の労働関係の安定に資
ことを?目的とすること。
第二 労働者及び使用者の定義(省略)
第三 労働契約lこ関する原則等
一 労働契約は，労働者及び使用者が対等の立場における合意lこ基づいて締結
し，又は変更すべきものであるものとすること。
. (省略)・
第四 労働契約の成立及び変更
一労働契約の成立
(ー ) 労働契約は，労働者が使用者に使用されて労働し，使用者がこれに対し
て賃金を支払うことについて，労働者及び使用者が合意することによって成立す
るものとすること。
(ニ) 使用者が合理的な労働条件が定められている就業規剖を労働者に関知さ
せていた場合には，労働契約の内容は，その就業規則の労働条件によるものとす
ること。ただし，労働契約において，労働者及び使用者が就業規則の内容と異な
る労働条件を合意した部分については，三(ー)に該当する場合を除き，この限り
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でないものとすること。
ニ労働契約の内容の変更(省略)
三 その他の労働契約及び就業規則に関する事項等
(ー) 就業規則で定める基準に達しない労働条件寄定める労働契約は，その部
分については無効とするものとすること。この場合において無効となった部分
は，就業規則で定める基準によるものとすること。
(二) 就業規則が法令又は労働協約に反する場合には，当該違反する部分につ
いては，一(二)，ニ(三)及び三(ー)は適用しないものとすること。j
盟労働契約法案
(厚生労働省「労働契約法案要綱jに基づき， r労働契約法案jを作成。 2007
年3月13日，同法案の国会提出につき閣議決定。)
第二章労働契約の成立及び変更
(労働契約の成立)
第六条 労働契約は，労働者が使用者に使用されて労働し，使用者がこれに対し
て賃金を支払うことについて，労働者及び使用者が合意することによって成立
する。
(労働契約の内容と就業規則との関係)
第七条使用者が合理的な労働条件が定められている就業規則を労働者に周知さ
せた場合には，労働契約の内容は，その就業規則で定める労働条件によるもの
とする。ただし，労働契約において，労働者及び使用者が就業規則の内容と異
なる労働条件を合意していた部分については，第十二条に該当する場合を除
き，この限りでない。
(就業規則の変更に係る手続)
第十一条就業規則の変更の手続に関しては，労働基準法(昭和二十二年法律第
四十九号)第八十九条及び第九十条の定めるところによる。
(就業規則違反の労働契約)
第十ニ条就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は，その
部分については，無効とする。この場合において，無効となった部分は，就業
規則で定める基準による。
(法令及び労働協約と就業規則との関係)
第十三条就業規則が法令又は労働協約に反する場合には，当該反する部分につ
いては，第七条，第十条及び前条の規定は，当該法令又は労働協約の適用ぞ受
ける労働者との間の労働契約については，適用しない。
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附則
(労働基準法の一部改正)
第二条 労働基準法の一部を次のように改正する。
第十八条のこを削る。
第九十三条を次のように改める。
(労働契約との関係)
第九十三条労働契約と就業規則との関係については，労働契約法(平成十九年
法律第VV'l/f号)第十二条の定めるところによる。
545 
